
第Ⅰ部 労働経済の推移と特徴
－雇用情勢の動向①－

資料出所 内閣府「国民経済計算」（左上図）、厚生労働省「職業安定業務統計」（右上図）、総務省統計局「労働力調査（基本集計）」、 「労働力調査（詳細集計）」（右上図、左下図）、 （右下図）
より作成

 我が国経済は緩やかな回復が続く中、 年度の完全失業率は ％と 年度以来 年ぶりの低い水準、
有効求人倍率は 倍と 年度以来 年ぶりの高い水準となっており、雇用情勢は着実に改善している。

 地域別の完全失業率は、全てのブロックにおいて低下しており、国際的にも低い水準で推移している。
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－雇用情勢の動向②－

 雇用者数の推移をみると、正規雇用の職員・従業員は４年連続で増加しており、 年では 万人となった。
また、就職（内定）率は、高校・大学新卒者ともに、非常に高い水準で推移している。

 雇用人員判断 をみると、人手不足感が高まっており、 年３月調査では、全産業・製造業・非製造業のいず
れもバブル期に次ぐ人手不足感となった。

 雇用形態別に労働者の過不足判断 をみると、パートタイムに比べて正社員等で人手不足感が高まっている。

雇用人員判断 の推移

（年）
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大学新卒者
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資料出所 総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」（左上図）、文部科学省「高等学校卒業（予定）者の就職（内定）状況に関する調査」（左下図）、厚生労働省・文部科学省「大学等卒業者の就職状況調査」（左下図）、
日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（中図）、厚生労働省「労働経済動向調査」（右図）より作成

（注） １）中図のシャドー部分は景気後退期を示している。
２）「正社員等」とは、雇用期間を定めないで雇用されている者又は１年以上の期間の雇用契約を結んで雇用されている者をいい､「パートタイム」は除く。
３）「パートタイム」とは、１日の所定労働時間又は１週間の所定労働日数が当該事業所の正社員のそれより短い者をいう。
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パートタイム労働者比率による要因

パートタイム労働者の現金給与総額による要因
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－賃金の動向①－

 年度の現金給与総額（月額）は、一般労働者の所定内給与、特別給与の増加がプラスに寄与したことなどに
より、５年連続の増加となった。

 一般労働者の名目賃金及びパートタイム労働者の時給は、引き続き増加している。

一般労働者の賃金（月額）の推移
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資料出所 厚生労働省「毎月勤労統計調査」より作成
（注） １）事業所規模５人以上、調査産業計、名目値を示している。

２）一般労働者の賃金は、現金給与総額指数に基準数値（ 年）を乗じて、 で除した修正実数である。

（年度）

現金給与総額（月額）の変動要因の推移
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－賃金の動向②－

資料出所 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（左図、中図）、厚生労働省「毎月勤労統計調査」（右図）、内閣府「国民経済計算」（右図）、総務省統計局「労働力調査（基本集計）」（右図）より作成

 一般労働者に占める高齢者の比率は、一般労働者の現金給与総額に対してマイナスに寄与しているが、高齢者
の賃金水準は、全体との格差が縮小している。

 国民全体の稼ぎである総雇用者所得の動向をみると、女性や高齢者の労働参加の進展によるプラスの寄与（雇
用者数）は大きくなっている。
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